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「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」（改定案）についての 

意見募集 
 

■ 意見募集期間 ： 令和元年７月６日（土）から令和元年８月５日（月）まで 

■ 意見提出件数 ： 17 件 （法人・団体：６件、個人：11 件） 

■ 意見提出者 ：  

  意見提出者 

１ 公益社団法人全国消費生活相談員協会 

２ 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

３ 株式会社ジュピターテレコム 

４ 株式会社ＮＴＴドコモ 

５ 楽天モバイル株式会社 

６ ソフトバンク株式会社 

－ 個人（11 件） 

 

 

（意見受付順・敬称略） 
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「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」（改定案）に対する意見 

及び総務省の考え方 
 

項目 意 見 考 え 方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

総論 

 

日本ケーブルテレビ連盟としては、今回のガイドライン改正につい

ては業界の意見も反映された内容（特に届出制度のマニュアル）と評

価し賛同致します。 

【日本ケーブルテレビ連盟】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

第１章 対象となる電気通信役務及び事業者の種類 
（２）届出媒介等業務受託者

（代理店） 

代理店の届け出制に賛成です。総務省が、届け出業者を把握できる

ことに大きな意味があると思います。 

【個人８】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

（４）初期契約解除制度の対

象となる役務 

自己の名称等を告げずに勧誘する行為も対象になりますが、名称が

紛らわしいとトラブルになります。届け出なので届け出の拒否は難し

いと思いますが、顧客相談室と紛らわしい名称の届け出をチェックし

ていただきたいと思います。 

事例；「Ａ社インターネットを利用していますか」と電話があり利

用中と答えた。顧客相談室のような名称を名乗ったのでＡ社からの電

話と思った。安くなるといわれプラン変更と思い、工事をしたが、そ

の後他社と判明した。工事料金や、解除料を負担しないで解約希望。 

【個人８】 

いただいた御意見については、参考として承

ります。 

無 

第２章 契約前の説明義務（法第 26 条（法第 73条の３において準用する場合を含む。））関係 
第２節 基本説明事項（施行

規則第 22 条の２の３第１項

（施行規則第 40 条第１項に

おいて準用する場合を含

む。）） 

（８） 期間限定の割引期間

等の条件（第６号） 

 

（略）また、利用開始後一定期間経過した後にキャッシュバック等を

提供する場合で、それが料金その他の経費の割引に相当する場合は、

本項目により、当該キャッシュバック等が提供される時期及び提供を

受けるための条件（キャッシュバックを受けるために必要な情報を受

け取る方法等）を説明する必要がある。 

 

改正法施行後において、移動電気通信役務の継続利用を条件とした

利益の提供は禁止されるため、本項目を削除すべきと考えます。 

本ガイドラインの御指摘の箇所について

は、御指摘のとおり、「移動電気通信役務

の継続利用を条件とした利益の提供」は禁

止されますが、それ以外の通信役務におい

ては特段の禁止がなされておらず、このよ

うなキャッシュバック等が提供されている

のであれば、引き続き説明が必要となるこ

とから、削除を行わないことといたしま

無 
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【株式会社ＮＴＴドコモ】 す。 

第２節 基本説明事項（施行

規則第 22 条の２の３第１項

（施行規則第 40 条第１項に

おいて準用する場合を含

む。）） 

（11）初期契約解除に関する

事項 

②契約初期の解約に伴い生じ

得る不利益に関する説明 

特に新設された事業者変更のしくみも含めて、契約初期の解除にお

いて消費者に様々な選択肢があることをしっかりと伝えていただきた

い。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

いただいた御意見については、参考として承

ります。 

無 

第２節 基本説明事項（施行

規則第 22 条の２の３第１項

（施行規則第 40 条第１項に

おいて準用する場合を含

む。）） 

（13）通信契約の変更・解約

に伴う負担についての説明

（第６号及び第８号関連） 

 

 端末に係る契約において、端末代金の割引やキャッシュバック等が

通信契約の変更・解約によって取り消され、又は違約金が発生する場

合には、その旨を説明する必要がある。また、端末を割賦販売で購入

する場合において、割賦代金の全部または一部に相当する月々の通信

料金の割引が通信契約の変更・解約によって取り消される場合には、

取消し後においても引き続き端末の割賦代金の支払いが生じる場合は

その旨を説明する必要がある。 

 

改正前の本項目は、通信契約の解約等により割賦代金の全部又は一

部に相当する月々の通信料金の割引が取り消され、割賦代金の支払い

のみが引き続き生じることの不利益について説明を求める項目であっ

たと考えます。 

その点、改正案における本項は「通信契約の変更・解約に伴う負担

についての説明」ではなく、「通信契約の解約後の負担についての説

明」に趣旨を変えているものと考えます。 

ただし、このような端末購入を条件とする通信料金の割引は、改正

法施行後において禁止されること、通信契約と割賦契約は別の契約で

あり、通信契約が解除された後も引き続き支払いが生じることは当

然、利用者も理解し得ると考えられることから、本項目を削除すべき

と考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

通信契約が解除された後の端末代金の支

払いについては、利用者において必ずしも

十分に理解されているとは限らないため、

本項目は現状どおり残すこととします。 

なお、本ガイドラインの御指摘の項目に

ついては、御指摘を踏まえ「通信契約の解

約後の負担についての説明」に修正いたし

ます。 

有 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

基本的には賛成だが、追加で契約すると割引になる際、既存の契約

サービスの金額を入れると不当に高く見える、入れないと安く見える

でどちらもうまくなく、またそこに付加サービスあるなしもあり、こ

いただいた御意見については、参考として承

ります。 

無 
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て準用する場合を含む。）） の案そのものが害にしかならないと考える。 

【個人４】 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

①集中化・一括化の原則 

（ア）毎月の総支払額  

（イ）拘束期間における総支

払額 

 

拘束期間における総支払額の明示に賛成です。各社サービスを比較

する際に、月額で比較をしがちですが、１年限りの値引きがあるので

長期的な比較を容易にするためにも一定期間の総額を表示いただきた

い。あわせて、期間拘束のないプランを提供する事業者においても年

間の支払総額を表示いただければ比較検討が容易です。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 

後段については、今後の検討における参考

とさせていただきます。 

無 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

①集中化・一括化の原則 

（イ）拘束期間における総支

払額 

 

拘束期間における総支払額を説明、書面交付することに賛成です。 

拘束期間の計算の仕方がキャリアによって若干異なります。締め日

等の関係で統一が難しいと思いますが、できれば統一してほしいと思

います。 

【個人８】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

① 集中化・一括化の原則 

（イ）拘束期間における総支

払額 

この度の「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライ

ン（以下、当ガイドラインと表記）」の改定案では、第 2 章第 3 節に

「期間拘束のある携帯電話サービスの新規契約、変更契約又は更新契

約を締結しようとしている利用者に対しては、特段の事情がない限

り、少なくとも①通信料金、②携帯電話サービスの利用に不可欠な端

末の売買契約を伴う場合はその代金、③初期費用について、拘束期間

全体にわたる総支払額の目安を、（中略）明示すること（以下、総額

表示と表記）が適切である。」とされ、総額表示の対象となる通信役

務は第 1 章で MNO だけではなく MVNO にも該当することが示されてい

ることから、弊社が MVNO としてサービスを提供している「J:COM 

MOBILE」も対象となると認識しております。 

総額表示については、本年 4 月に公表された「ＩＣＴサービス安

心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するＷＧ 中間報告書」

貴社のサービスが「期間拘束のある携帯電

話サービス」に該当する場合は、総額表示の

対象となります。 

貴社の準備状況等の個別の事情について

は別途、直接当省宛に御相談いただくようお願

いします。 

無 
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に先立って本年 3 月 16 日（土）から 4 月 1 日（月）の期間に実施さ

れた意見募集において、「総額表示への対応にシステム改修が伴う場

合、事業者によっては施行日までに準備が整わないおそれもあること

から、経過措置等の対応を要望する」といった主旨の意見が提出さ

れ、その意見に対し総務省から「必要に応じて経過措置等も含めて検

討を進めることが望ましいと考えます」と回答されております。 

当ガイドラインには「特段の事情がない限り」という表現が盛り込

まれており、これは意見募集での総務省の回答を踏まえたものと推察

します。 

現在、弊社におきましても総額表示に向けた準備を進めているとこ

ろですが、システムの改修等のために一定の期間を要するため、実施

の時期については「特段の事情」として配慮いただくよう要望しま

す。 

【株式会社ジュピターテレコム】 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

①集中化・一括化の原則 

（イ）拘束期間における総支

払額 

本年 4 月に行われた「モバイル市場の競争環境に関する研究会中間

報告書（案）」の意見募集の際、他事業者から意見提出されていまし

たが、弊社においても拘束期間における総支払額の目安表示について

は、対象サービスにおけるシステム改修等全ての準備を施行日に間に

合わせることは困難な状況です。本ガイドライン案にて「特段の事情

がない限り（中略）明示することが適切である」との記載があり、シ

ステム改修に要する合理的期間等やむを得ない事情がある場合は施行

日における対応が必須ではない認識ですが、弊社としましてはシステ

ム改修等の準備が整い次第、順次対応することとさせて頂きます。 

【ソフトバンク株式会社】 

貴社の準備状況等の個別の事情について

は別途、直接当省宛に御相談いただくようお願

いします。 

無 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

④登録番号等の記載 

電気通信事業者の説明は P７に記載されていますが、ガイドライン

ですから、法律の条項を記載するだけではなく、その内容についても

具体的にわかりやすく記載していただきたい。P31 に登録番号の記載

方法について解説がありますが、この場合の登録番号と届出番号の違

いがわかりにくいです。登録事業者であっても届出が必要であること

からの記載例でしょうか。説明が必要と思います。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

Ｐ31 において「登録番号（電気通信事業

者）」、「届出番号（電気通信事業者）」及び「代

理店届出番号」の３種類の記述があるのは、 

・電気通信事業者にはその規模等によって「登

録」を要する場合と「届出」を要する場合が

あること 

・販売代理店については今回の法改正により

新たに「届出」を要することになったこと 

から、それぞれの手続で付与された番号の説

明書面への記載を求めているためです。 

御指摘を踏まえ、P31（修正箇所表示版）に

有 



別紙１ 

6 
 

「電気通信事業者が提供条件の説明を行う場

合は、当該電気通信事業者の登録番号又は

届出番号を、届出媒介等業務受託者が提供条

件の説明を行う場合は、当該届出媒介等業務

受託者の届出番号を記載すること。」と追記す

ることといたします。 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（２）原則的な説明方法 

【望ましい例】説明書面にお

ける総支払額明示イメージ図 

「望ましい例」の図がとてもわかりやすいです。このような表示が

あれば、年毎に毎月いくら支払うかがよくわかると思います。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

第３節 説明方法（施行規則

第 22 条の２の３第３項（施

行規則第 40 条第１項におい

て準用する場合を含む。）） 

（３）代替的な説明方法（電

磁的方法等） 

⑤ 電話による方法（第６

号） 

電話により説明事項を告げる方法による場合、登録番号等を口頭で

告げる必要はないとありますが、代理店名を名乗っていても印象に残

らず大手通信事業者と思い込むケースが多くみられます。とりわけ、

代理店の届出番号については口頭でもしっかりと告げることが望まし

いとしていただきたい。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

登録番号等は英数字の組合せであり、口頭

で告げたとしても、利用者が十分認識できる可

能性が極めて低いことから、電話により説明事

項を告げる場合には、利用者から求められな

い限りは省略できることとしているものです。 

無 

第４節 適合性の原則（施行

規則第 22 条の２の３第４項

（施行規則第 40 条第１項に

おいて準用する場合を含

む。）） 

（１）利用者の利用実態等に

応じた適切な対応 

【望ましい例】の図示 

とてもわかりやすいです。Web でシミュレーションができれば、し

っかり考えて選択できると思います。店舗でも自分でシミュレーショ

ンができれば、説明時間の短縮が図れると思います。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

第５節 変更・更新時の説明

（施行規則第 22 条の２の３

第２項（施行規則第 40 条第

１項において準用する場合を

含む。）） 

電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第 5 号）」の

施行に伴う関係省令等の概要資料より、法第 27 条の 3 第 1 項の規定

に基づき指定された電気通信事業者が提供する、同項に規定する移動

電気通信役務の提供に関する契約の自動更新にあっては、利用者が改

正法に適合する料金プランに円滑に移行できるようにするための必要

本項目の根拠となっている法第 26 条第１項

の規定は、電気通信役務の提供に関する契約

の締結の前にその提供条件等について説明を

求めるものであり、契約の自動更新を行う場合

にも、同様に提供条件を説明することを求めて

無 
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（２）自動更新をしようとす

る場合（自動更新時の事前通

知） 

な措置を行うこと、また改正法に適合する料金プランへの移行で恩恵

が受けられるにも関わらず、従来プランを使い続ける利用者が出るこ

とのないよう、十分な周知を行うことが求められることとなっていま

す。 

よって、旧法契約で自動更新にあたる更新契約については、改正法

で行き過ぎた期間拘束の是正に関する措置として省令に定められた内

容のうち少なくとも「違約金の額の上限」「期間拘束のない契約の提

供」に関する既契約との比較、および新法契約への切り替え方法の案

内を、説明義務として利用者に通知する事項に追加すべきではないで

しょうか。 

【楽天モバイル株式会社】 

いるものです。 

したがって、ご提案のように法律や省令の改

正に関する内容を周知することを求めるのは、

同項の規定の趣旨を超えていると考えます。 

なお、総務省が令和元年６月２０日付で携帯

電話事業者各社に対して発出した要請文書に

おいては、「改正法に適合する料金プランに移

行することで恩恵が得られるにもかかわらず、

そのことを十分に認識せずに従来の料金プラ

ンを使い続ける既存の利用者が多数出ること

のないよう、既存の利用者に対して様々な周

知手段を用いて、料金プランの移行について

の周知を徹底すること。その際、電子的手段に

よる情報の取得が困難な利用者がいることも

考慮し、それら利用者に届く情報伝達手段によ

り周知を行うことも検討すること。」としていま

す。 

第３章 書面交付義務（法第 26 条の２）関係 
第２節 契約書面の記載事項

（施行規則第 22条の２の４

第１項及び第２項） 

（10）経済上の利益の提供に

関する事項（第２項第４号） 

経済上の利益の例② 

経済上の利益の例② 

端末代金の割引であって、電気通信役務契約を変更し、又は解除する

と取り消され、変更され、又は違約金が生じるもの 

 

改正法施行後において、移動電気通信役務の継続利用を条件とした

利益の提供は禁止されるため、本項目を削除すべきと考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

本ガイドラインの御指摘の箇所について

は、御指摘を踏まえ削除いたします。 

有 

第４章 初期契約解除制度（法第 26 条の３）関係 

第２節 初期契約解除の効果 

（２）オプションの契約（付

随契約）に対する効果 

 いわゆるオプションサービス（第３章（書面交付義務）第２節

（６）にいう付随有償継続役務）やその他の付随契約（例：タブレッ

ト端末等物品の売買契約）については、直ちに効果が及ぶものではな

い、とありますが、核安スマホの充電器を付随オプションとしている

ケースもありますので、オプションの定義を明確にしてほしいと思い

ます。 

 

事例；インターネットで格安スマホと充電器を申し込んだ。格安スマ

いただいた御意見については、参考として

承ります。 

なお、本ガイドライン上「オプション」について

は、次の種類の機能・契約を指すものとしてい

ます。 

① 付加的な機能（電話転送機能など、電気通

信役務契約に係る電気通信役務の一部を

なす機能） 

無 
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ホがアダプタ付とわかり、開封前にアダプタの解除を申し出たとこ

ろ、初期契約解除となり、事務手数料 3千円が必要、充電器なしを注

文する場合、再度事務手数料 3千円を支払ってもらうといわれた。よ

く見ると、電気通信サービスのオプションとして充電器が入ってい

た。 

【個人８】 

② 付随契約 

ア 付加的な機能を除く付随有償継続役務

の提供に関する契約 

イ その他の付随契約（端末その他の商品

の売買契約及びその代金の支払いに関

する契約等） 

第４節 初期契約解除に伴い

利用者が支払うべき額（施行

規則第 22条の２の９） 

（２）SIM カードの提供に要

する費用（施行規則第 22 条

の２の９第２号） 

利用者は、自分の払った SIM カード発行手数料が、SIM カード貸与

費用を上回っているか判断することが出来ません。請求可能上限額を

設定いただく方がわかりやすいです。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

請求可能額については、本ガイドライン

の根拠となっている法令である電気通信事

業法施行規則において定められています。 

無 

第６章 電気通信事業者等の禁止行為（法第 27条の２（法第 73条の３において準用する場合を含む。））関係 

第２節 自己の名称等を告げ

ずに勧誘する行為の禁止 

禁止行為に賛成ですが、前述２の通り、顧客相談室と紛らわしい名

称を名乗るケースもありますので、８９ページ第４節 利用者利益の

保護のため支障を生ずるおそれがある行為の禁止を準用していただき

たいと思います。 

【個人８】 

 本規定により、販売代理店は、勧誘の冒

頭に自己の名称等や取り扱う電気通信サー

ビスを扱う電気通信事業者の名称等を告げ

ないで勧誘を行うことが禁止されます。し

たがって、無関係の他社の顧客相談室であ

るかのような名乗りから開始する勧誘を行

うことは禁止されることとなります。 

無 

第２節 自己の名称等を告げ

ずに勧誘する行為の禁止 

自己の名称等と勧誘である旨を明確に伝えていただくことを望みま

す。電話勧誘では「○サービスのご案内です」と言われると、電話を

かけてきたのは契約中の通信事業者だと勘違いする消費者が多いで

す。現在の契約をプラン変更するのではなく、契約事業者の乗り換え

を勧めるために電話をかけていることを明確に伝えていただきたい。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 
無 

第７章 媒介等業務受託者に対する指導等の措置（法第 27条の４）関係 
第１節 対象範囲 

（３）「利用者」の範囲 
「代理店指導等措置によって利益を保護すべき「利用者」は、

（略）、電気通事業者も「利用者」に含まれ、卸電気通信役務の提供

など電気通信事業者に対して電気通信役務を提供する場合も代理店指

導等措置の対象となる。」の意味がよくわかりません。どのようなケ

ースを想定されているのか教えてください。 

現在は、卸先事業者が多数活動しており、なかには問題のある営

業活動を行っている卸先事業者もいます。卸元事業者は消費者にと

御指摘を踏まえ、記述を次のように簡素化し

ます。 

修正後：「代理店指導等措置によって利益を

保護すべき「利用者」は、（略）、電気通

事業者も「利用者」に含まれ、電気通信事

業者に対して電気通信役務を提供する場合

も代理店指導等措置の対象となる。」 

有 



別紙１ 

9 
 

って契約相手ではありませんが、必要な場合には問題解決に向けて

卸元事業者にもご協力をいただきたい。 

【公益社団法人全国消費生活相談員協会】 

 問題のある電気通信事業者等について

は、引き続き、苦情・相談等の状況を注視

し、必要な措置を検討してまいります。 
第９節 通信料金と端末代金

の完全分離・行き過ぎた囲い

込みの禁止に関する規定を遵

守するために必要な措置（施

行規則第 22条の２の 18第１

項第８号） 

複雑な契約内容がシンプルになることを期待します。 

 キャリアと販売店がウインウインの関係を築けるようなビジネスモ

デルの構築を望みます。 

 長期や自動更新の契約をしても差額が高額にならないように契約内

容を見直していただきたいと思います。特に高齢の契約者に対して配

慮すべきと思われます。 

【個人８】 

 改定案に対する賛同の御意見として承りま

す。 

無 

その他 

 

 

「携帯電話（セラフォーン）」における消費者の構造では、「通話

代、データー通信代、端末代」等を「区分（セパレーション）」にし

て、「MNO（移動体通信事業者）」及び「MVNO（仮想移動体通信事業

者）」が既得権益で、独占している「SIM カード」のロックを解除さ

せれば、携帯電話の市場が流動的に成ると、私は考えます。 

【個人１】 

 

参考として承ります。 

 

無 

 解約違約金の件について、 

従来、通信端末の割引や違約金はユーザーの契約時の理解と納得の

元にこれまでの形で運用されてきたと考えます。 

この度の改正はそれを覆すもので短期解約を繰り返す人の増加で携

帯電話サービスの質が低下するほか端末の割引が無くなり、総じて通

信料金全体の負担が高くなることが予想され長期契約者が不利益を被

るこの案での改正は反対です。 

【個人２】 

参考として承ります。 

 

無 

 スマートフォン購入を勧め半ば消費者の無知やセキュリティリスク

を告知しないまま知っていて販売する場合があります。 

恣意的に意思選択をさせずスマートフォンの代わりにガラホ含めた 

折り畳み式携帯電話を購入および契約するつもりでいたのに知らず

知らずに使い勝手の悪いものを購入させられる場合もあります。 

そのほかにメーカー側も売ることに目が行き過ぎ消費者側のニーズ

と相反しています。 

どちらにしても選択を正常に行い理解した上で購入できる消費者保

いただいた御意見については、今後の参考

として承ります。 

無 
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護となればより多様性が生まれ市場が活発化するかと思います。 

【個人３】 

 抱き合わせ販売や無意味な未だに続く端末値引き、無理やり有料オ

プション加入させたりという、一方的不利益になる契約を説明無しで

結ばせたり、契約内容を繰り返し復唱して確認させてからサインさせ

たりをやらない会社には厳し締まりを。 

また、光回線やテレビ開通したら執拗な売り込み電話、顧客管理が

出来てないとしか思えないたらい回しによる同じ代理店なのに他店舗

からの、解約させてから違約金負担する、とかいう意味不明な営業活

動も不愉快。ソフトバンク光はあからさますぎて嫌気がする。 

どうせ取り締まるなら、こういう迷惑行為スレスレの悪質な営業体

質も監視してもらいたい。 

夜 20時過ぎの訪問販売営業も迷惑行為。 

資料が必要なら契約書全てを引き渡す用意がある。 

【個人５】 

いただいた御意見については、今後の参考

として承ります。 

無 

 弊社は、光コラボレーション事業者です。携帯電話の端末分離のよ

うに、大手携帯キャリアが行っている光コラボレーションとの携帯セ

ットプランにも規制を入れていただきたいです。 

携帯電話の収益を使い、光回線とのセットで、家族全員の各自の携

帯代金の利用料が月額 1,000 円割引かれるといったものです。 

そもそも、携帯電話の過剰収益があるからできることであって、光

回線の収益だけでは実現しません。 

このような環境化のため、光コラボレーションは競争が生まれませ

ん。大手携帯キャリアの寡占化が生じているのが現状です。 

いったい何のための光コラボレーションだったのか、疑義がありま

す。 

何卒、自由競争環境の構築を光コラボレーションにおいてもお願い

いたします。 

【個人６】 

参考として承ります。 

 

無 

 携帯料金について、菅官房長官が頻繁に口を挟んでいる。政府が民

間事業に圧力をかけ強引に値下げしようとしている。日本は中国のよ

うな統制国家なのか。総務省がルールを定め、通信業者はそれにした

がって事業を展開している。今回の携帯違約金についても、菅が強引

に決定してしまった。なぜ、このような行為が是認されるのか。あり

参考として承ります。 

 

無 
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得ない暴挙である。菅は楽天の三木谷と裏で通じていると聞く。 

【個人７】 

 ＭＶＮＯを普及させたいのであればを前提で一つ提案があります。 

高齢化社会において、パケット交換だけではなく、回線交換にも着

目すべきです。 

００３１－ＸＸなどのプレフィクッスを付与する方式では、通話定

額プランもＭＮＯに軍配が上がります。 

ＭＶＮＯは、専用アプリでなんとかされていますが、どうしてもお

客さまにとっては、扱いにくいと思います。 

マイランのときのように業者選択をできるようにするのも手ではあ

りますが、一層のこと、ＭＮＯに対し、ＭＶＮＯから要請があれば、

プレフィクッスを交換機内で付与するように技術的には可能かと思い

ます。 

このようにすれば、通話をメインにするビジネスユースや高齢者に

は、ＭＶＮＯの魅力が広がり、料金の値下げに寄与するかと思いま

す。 

５Ｇになってもおそらく通話をする概念は残るでしょうから、早目

にＭＮＯに対し、このことを迫るべきです。 

【個人９】 

参考として承ります。 

 

無 

 携帯電話事業者への規制は概ね賛成です。しかし、携帯電話ばかり

が槍玉に上がってますが、一方でモバイル通信事業者（WiMAX などを

提供している UQ コミュニケーションズなど）や固定ネット通信事業

者（名古屋市を中心に光回線を提供しているコミュファ光など）はや

りたい放題やっていて、これもいい加減規制するべきです。携帯電話

では 2 年縛り契約の規制が検討されてる裏で、UQ はそれまでの 2 年

縛りを改め３年縛り契約を標準として消費者に強制するようになって

います。更に WiMAX を MVNO として提供する一部事業者は 2 年縛りを

廃止して 3 年縛り契約しか選べないようにしています。そして WiMAX

を扱う全ての事業者が端末と回線をセットにしての契約を強制してい

るのです。つまり、既に対応する端末を持っていても SIM のみ契約は

認められず、必ず端末とセットでの契約を強制されます。そして 3 年

の縛り期間に解約すると高額な違約金を請求されます。固定通信につ

いてもコミュファ光など一部の地方事業者が通信ルーターを 36 カ月

分割でレンタルを要求し、期間内に解約すると通常の違約金に加えて

ルーターレンタル料の残金を請求されます。更に、いつ解約しても設

参考として承ります。 

 

無 
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備撤去工事費用として 27000 円がかかり、その他のオプションなども

含めれば更に違約金が膨れ上がります。悪徳商法顔負けのやり方で

す。携帯電話事業者への規制が一段落したら、今まで野放し状態だっ

たモバイル通信事業者や固定通信事業者にもメスを入れる時期に来て

いると思います。 

【個人 10】 

 監督官庁は通信キャリア等の悪徳極まりない販売方法の是正に無策

であると思います。 

特に日本電信電話の販売代理店及び外部委託会社の電話による勧奨

は、未だに改正事業法に適合してなく不適切で、高齢者に対する詐偽

紛いの契約取次が日常的に行われています。また、経営幹部は営利だ

けを追求し、改善しようとする姿勢は皆無です。 

管轄官庁が積極的に関与し、改善に取り組むことを願います。 

【個人 11】 

いただいた御意見については、今後の参考

として承ります。 

無 

 


